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田んぼの生物多様性を活かし、メタンの発生を抑制する
～生物多様性保全策と気候変動対策の相乗効果を高め、

課題の同時解決をめざす～

ラムサール・ネットワーク日本 呉地正行

近年、顕在化してきた気候変動対策の中で、水田は強い温室効果を持つメタ
ンガスの発生源として国際的にも問題視され、国内ではその緩和策として水
田を乾かす期間の延長と、それをJクレジットの対象として農家を経済支援し、
メタン発生を抑制を促進しようとする取り組みが広がりつつある。

一方でこの取り組みは、水田という農業湿地に依存する物言わぬ多様な生き
ものの世界を更に更に劣化させ、持続可能な水田農業に不可欠な生物多
様性の基盤を崩壊させることになる。

気候変動に特化した対策は、生物多様性に負荷を与えるものが多く、現在広く
行われようとしている対策もその一つと言える。

生物多様性（生物圏の一体性）と気候変動問題は、「地球の限界」の中でも
突出して危機的な問題で、両者が共に緩和や相乗効果が得られる対策を取
らない限り、健全な地球の未来を描くことはできない。

今回は、水田のメタン発生の主要な原因とその本質的な抑制策を示したうえで、
現在のメタン緩和策の問題点を指摘し、相互関連する水田の生態系の保全
と気候変動対策の相乗効果を高める手法についての議論を深めたい。



地球の限界

生物圏の一体性

気候変動

生物地球化学的循環



水田から発生する
メタンガスは

どのくらいあるのか



各種メタン発生源からの
年間メタン発生量推定値

（八木,1997 より引用）



日本国内での水田からのメタン発生量は？

日本国温室効果ガスインベントリ報告書2024年（＞７００pｐ.）

（稲作、湿地関連部分）
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日本国温室効果ガスインベントリ報告書2024年 （稲作、湿地関連部分）

メタンチャンバー

メタンは水稲の根, 
茎を通って大気中
へ放出される



水田におけるメタンの生成・酸化と放出経路
〔水田からのメタン発生ー食糧生産と地球環境保全とのバランス（八木,1997）を編集〕
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日本国温室効果ガスインベントリ報告書2024年 （稲作、湿地関連部分）



続き
日本国温室効果ガスインベントリ報告書2024年 （稲作、湿地関連部分）



地域別水稲作付面積

日本国温室効果ガスインベントリ報告書2024年 （稲作、湿地関連部分）



日本国温室効果ガスインベントリ報告書2024年 （稲作、湿地関連部分）



稲わら施用から無施用への変換によるメタンの減少量試算
（東北地方） 〔日本国温室効果ガスインベントリ報告書2024年を編集〕

稲わら無施用水田を普及拡大し、Jクレジットの対象とすることを検討する。
気候変動と生物多様性に貢献するシナジーモデルとする道を検討する。

東北区分からのメタン排出係数の無施用への変換による減少量
〔日本温室効果ガスインベントリ報告書2024年を編集〕

湿 田 傾 向 ⇔ 乾 田 傾 向

排水不良・常時湛水 排水不良・間断灌漑 ４時間排除・常時湛水 ４時間排除・間断灌漑

東北区分（2022年） 稲わら 堆肥 無施用稲わら 堆肥 無施用 稲わら 堆肥 無施用稲わら 堆肥 無施用

CH4排出係数〔kg-CH4-C/ha/年〕 739 700 175 711 673 153 506 477 97 355 335 59

無施用への変換による減少量 564 525 558 520 409 380 296 276

無施用への変換による減少割合（％） 76% 75% 78% 77% 81% 80% 83% 82%

東北区分（2021年）

CH4排出係数〔kg-CH4-C/ha/年〕 746 720 175 718 693 153 504 498 97 359 345 59

無施用への変換による減少量 571 545 565 540 407 401 300 286

無施用への変換による減少割合（％） 77% 76% 79% 78% 81% 81% 84% 83%



水田におけるメタン（CH4）発生抑制のための圃場管理技術
   環境に配慮した農耕地におけるガス発生抑制技術の開発

   3.メタンの発生抑制技術の確立と圃場管理基準の策定

〔北海道〕上川試験場 研究部 土壌肥料科（作成 平成12年1月）

• 1．目 的
水田由来のメタンガス削減のための圃場管理技術を開発する。

稲わらの圃場内における酸化的分解の促進と間断灌漑などによる土壌還元の抑制、および土壌
酸化容量の拡大や圃場縦浸透能の向上によるメタン発生抑制効果を検討し、水田由来のメタン
ガス削減のための圃場管理技術を開発する。

• 2．方 法
1）試験地：上川農試水田圃場（北海道）

• 3．結果の概要
１．稲わら処理

1）秋収穫後に回収・搬出し、圃場還元しないのが最もメタン抑制に有効。
2）稲わら施用するには、秋収穫後に回収し、堆肥化後に水田還元が望ましい。
3）堆肥化が困難な場合は、秋すき込みを徹底。5～8cm深程度のﾛｰﾀﾘｰ混和。

窒素肥料や市販微生物資材の併用が分解促進に有効 (図1,表1)。
２．水稲栽培管理
1）無代かき栽培＝＞メタン発生を抑制、圃場透水性改善にも有効(図2)。
2）幼穂形成期前の中干処理はメタン発生削減にも有効。

• ３．水田圃場基盤
1）縦浸透が小さな（2mm以下）田では暗渠排水等の改善が必要。
2）含鉄資材の施用および客土（鉄含量の高い土壌）



水田におけるメタン（CH4）発生抑制のための圃場管理技術

環境に配慮した農耕地におけるガス発生抑制技術の開発
3.メタンの発生抑制技術の確立と圃場管理基準の策定）

〔北海道〕上川試験場 研究部 土壌肥料科（作成 平成12年1月）

わら無施用
無代かき

図１．湛水期間のメタンフラックスに及ぼす
稲わらの腐熟化処理の影響（1998年）

図２．代かきの有無がメタンフラックス
に及ぼす影響（1996年）



有機物管理による水田からのメタン発生抑制（Yagi et al. 1990）

堆肥施用区でのメタン発生は
稲わら施用区よりも大幅に小さい

水田メタン発生抑制のための新たな水管理技術マニュアル～環境にやさしい水田水管理～（改訂２版）
（平成２４年８月、独立行政法人農業環境技術研究所）



稲わら無施用(-91)

秋鋤込み＋石灰窒素(-89)

春施用春鋤込み(0)

秋鋤込み(-80)

秋表面施用春鋤込み(-64)

稲わら処理の違いによりメタン発生の変動





メタン発生量に関連する要素

•稲ワラ施用量（水田にすき込まれる量）
• メタン発生の主要な原因

• （稲わら）無施用水田はメタン発生量が極端に少ない

•ワラの処理法：堆肥化＜表層処理＜＜深層処理

•地域（地温）によるメタン発生量の違い：
• 北は多く（地温低い） 、南は少ない（地温高い）。

•地温（気温）15度で微生物によるワラ分解が始まる。

•水田土質（排水良/不良）：排水良＝＞メタン抑制

•代かきの有無：無代かき＝＞メタン抑制



水田土壌中の
メタン生成菌とメタン酸化細菌

•メタン生成菌（メタン生成古細菌）
• メタンを生成

• 嫌気的環境下で増殖（絶対嫌気性細菌）（無酸素）

• 湛水下の水田や湖沼の底泥等に生息

•メタン酸化細菌
• メタンを酸化する

• 絶対好気性細菌（有酸素）

•  メタンが発生する水田や湖沼のような環境の所に生息

•大気中へ放出されるメタンの量
• メタン生成活性とメタン酸化活性の相対的活性の結果

•〔放出メタン〕＝〔生成メタン〕ー〔酸化メタン〕



水田土壌中のメタン生成・酸化細菌の特徴と生態
Ecology and Characteristics of Methanogens and Methanotrophs in Paddy Soil
武田潔（Microbes and Environments Vol. 13, No. 1, 39-44, 1998）

• 熱帯地域の水田でも,日本の東北, 北海道地域の水田でもメタン酸化細菌
の菌数は変わらなかった。

• また無肥料栽培の水田と堆肥施用水田でもほぼ同じ菌数であった。

• 水稲根に付着するメタン酸化細菌が根のまわりの土壌と同じかそれより
も多く計数された。

【メタン放出の制御】

• 水田のメタンは水稲根, 茎を通って大気中へ放出される。

• 水稲を栽培しない水田からはメタンの放出がほとんど無く

• 水稲根と茎下部はメタン酸化活性が高く, メタン酸化細菌が多数生息する

• 根と茎下部はメタンが集まる所でもあり, メタンが消費される所でもある。

以上のことを総合して考えると

• 水稲根部に集められるメタンが水稲根, 茎下に特異的に生息するメタン酸
化細菌に消費されれば、大気中へ放出されるメタンを減少させることが
できる







水田メタン発生抑制のための新たな水管理技術マニュアル～環境にやさしい水田水管理～（改訂２版）
（平成２４年８月、独立行政法人農業環境技術研究所）

中干しの「前倒し延長」は、
メタン削減効果は高いが、
生物多様性への影響も深刻
（カエルが消える？）



中干し延長の問題点
• 水田農業は湿地生態系を持続可能に利用するシステムで、生物多様性はその基盤として欠かせな
い。このことは日韓政府がラムサール条約COP10（2008）で提案し、採択された、水田決議X.31：（湿地シス
テムとしての水田の生物多様性の向上）に示されている。

• 生物多様性の保全と気候変動対策は共に不可欠な課題だが、中干延長は生物多様性と二律背反（トレー
ドオフ）なっており、可視化が難しい生物多様性を更に劣化させる。

• メタン抑制のための、中干し延長は以下の問題をはらんでいる。
• 水田を長期にわたり乾かすことにより、湿地としての水田生態系に依存し持続可能な農業を支えて
いる多様な生物に重大な影響を与える。（例；オタマジャクシなど。特に前倒しの延長は最
悪。）

• 湿地の植物である稲自体の成長を阻害する。近年高温水不足の夏が多い。

• イネがカドミウムなどを吸収し、重金属汚染を起こす可能性が高まる。

• 中干し延長によるメタン抑制とJクレジットの問題点
• メタンの発生源となる生ワラをすき込み、そこから発生するメタンのうち、中干し延長により抑
制された部分に対し、Jクレジットの対象とする制度設計自体に問題がある。

• 根本的なメタン抑制対策とはならない。メタンの発生源となる生わらをすき込まず、無施用とする行為に
対してJクレジットの対象とすべき。

• 生物多様性への配慮（調査も含め）が見られず、トレードオフとなっている。

• 生物多様性との相乗効果が期待できる施策への切り替えが必要
• 生ワラをすき込まない農法（ワラの無施用を重点支援の項目に含める）

• 生ワラを深くすき込まず、表層（不耕起含む）または浅耕（4㎝程度）で好気的状態で分解させる。

• メタンを減らすメタン酸化細菌が活動しやすい環境を整える。

• 大気中へのメタンの放出量
＝〔メタン生成量（メタン生成菌）〕ー〔メタン酸化量（メタン酸化細菌〕〕

• メタン酸化細菌（好気性の菌）が増えれば、メタンの発生量は抑制される。



気候変動緩和策による生物多様性保全策への影響

生物多様性保全策による気候変動緩和策への影響

気候変動緩和策と生物多様性保全策が相互に及ぼす影響：
正の影響（相乗効果）と負の影響（トレードオフ）

「生物多様性と気候変動IPBES-IPCC合同ワークショップ報告書」IPBES、IPCC2021年

●青色の線： 
正の影響（相乗効果）

●赤色の線：
負の影響（トレードオフ）

国際機関（IPBES*）の報告
書では、気候変動緩和策
を優先した場合は、生物
多様性保全策に悪影響を
及ぼすものが多く（右図
上段、赤線）、生物多様
性保全策を優先した場合
は、気候変動緩和策に悪
影響を及ぼすものが少な
く相乗効果が得られやす
い（右図下段:青線）こと
が示されています。

*「生物多様性と生態系サービスに関す
る地球規模評価報告書」IPBES、2019年



「IPBES(イプベス)」：

「生物多様性および生態系サービスに関する政府間科学・

政策プラットフォーム」（Intergovernmental science-policy 

Platform on Biodiversity and Ecosystem Services）

気候変動に関する政府間パネル「IPCC」の生物多様性版

生物多様性と生態系サービスに関する動向を科学的に評価

し、科学と政策のつながりを強化する国際組織。

昨年12月に新しく発表された報告書は、それぞれ『ネクサス』と『社会変革』を
テーマにまとめられています。

『ネクサス』では生物多様性、水、食料、健康、気候変動の
5つの危機の相互連関や影響について、『社会変革』で
は自然の損失を回復に向かわせる際の障害や乗り越え
方、良い取り組み事例について分析

IPBES Nexus Assessment Report 2024
包括的な政策立案が重要

相乗効果を最大化し、トレードオフを管理する



IPBES Nexus Assessment Report 2024
包括的な政策立案が重要

相乗効果を最大化し、トレードオフを管理する



地球規模評価で登場した重要概念
Nexus
・定義：生態系の構成要素と人間による利用の相互関連
性・・・・個々の構成要素だけを見るのでなく、複雑なシス
テムの機能、生産性、管理を考慮する・・・
・ネクサスアプローチにより、持続可能な開発目標や生物
多様性の目標との間の相乗効果やトレードオフに同時に
対処できる。・・・・

過去・現在
生物多様性、水、食料、健康、気候変動の関係は、ポジ
ティブにもネガティブにもなり、連鎖する。

未来
すべてが１００点満点の未来を実現することは難しいが、
すべての改善点を同時に達成することは可能。



IPBES Nexus Assessment Report 2024

包括的な政策を立案し、
相乗効果を最大化し、トレードオフを管理すれば

課題の同時解決は可能



ご清聴ありがとうございました
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